
                    平成１２年度市町村普通会計決算の概要 
 

 

１  決算規模（表１） 

 

 平成１２年度の決算額は、次のとおりである。 

 

  歳 入  ５４４，２７８百万円（平成１１年度決算額  ５８６，９０８百万円） 

 

  歳 出  ５２５，７４４百万円（平成１１年度決算額  ５６８，７１７百万円） 

 

 これを平成１１年度の決算額と比べると、歳入が４２，６３０百万円（７．３％）、

歳出が４２，９７３百万円（７．６％）減少している。 

 歳入・歳出が減少となるのは、昭和５９年度以来１６年振りである。これは、介護

保険関連経費が介護保険特別会計に移行したことや、１１年度にあった介護保険円滑

導入基金、少子化対策基金への積立金がなくなったことなどによるものである。 

 

 

  　　（単位：千円、％）

        年度

   １1 年 度        １2 年 度     

  区     分            A 伸び率            B 伸び率

歳  　市        計 359,495,120 3.9 331,153,402 -7.9

   町   村   計 227,412,657 1.8 213,125,060 -6.3

入    県        計 586,907,777 3.1 544,278,462 -7.3

歳  　市        計 350,711,337 4.9 322,021,408 -8.2

   町   村   計 218,005,286 2.0 203,722,560 -6.6

出    県        計 568,716,623 3.8 525,743,968 -7.6

表１　　決　　算　　規　　模

 



 

２  決算収支（表２） 

 

 (1)  実質収支 

 

 歳入歳出差引額（形式収支）から翌年度に繰り越すべき財源を控除した実質収支は、

１２，０５０百万円の黒字で全団体が黒字となっている。翌年度に繰り越すべき財源

は６，４８４百万円で１１年度と比べると５２６百万円減少している。 

 

 (2)  単年度収支 

 

  １２年度の実質収支から１１年度の実質収支を差し引いた単年度収支は、８７６百

万円の黒字で１１年度と比べると７０百万円減少しているが、赤字団体は３団体増加

し２５団体となっている。また、実質単年度収支（単年度収支＋財政調整基金積立額

＋地方債繰上償還額－財政調整基金取崩額）は３，００２百万円の黒字で１１年度と

比べると４８８百万円減少しており、赤字団体も５団体増加し２７団体となっている。 

  これは、１１年度と比べ、地方債繰上償還額は３８４百万円増加したものの、財政

調整基金の積立額が１９７百万円減少し、取崩額が６０４百万円増加したためである。 

 

　　　　　　　　　　表２ 決 算 収 支

            （単位：千円）

       区        分

１１年度 １２年度 １１年度 １２年度 １１年度　Ａ １２年度　Ｂ

 歳入総額           　　　　　(A) 359,495,120 331,153,402 227,412,657 213,125,060 586,907,777 544,278,462

 歳出総額           　　　　　(B) 350,711,337 322,021,408 218,005,286 203,722,560 568,716,623 525,743,968

 形式収支   　　　(A)-(B)  (C) 8,783,783 9,131,994 9,407,371 9,402,500 18,191,154 18,534,494

 翌年度へ繰越すべき財源(D) 3,916,497 3,322,216 3,093,337 3,161,923 7,009,834 6,484,139

 実質収支  　　　 (C)-(D)  (E) 4,867,286 5,809,778 6,314,034 6,240,577 11,181,320 12,050,355

 単年度収支         　　　　 (F) 340,703 942,434 605,629 -66,853 946,332 875,581

 財政調整基金積立額 　　(G) 1,463,774 884,618 890,565 1,272,315 2,354,339 2,156,933

 繰上償還額　　     　　　 (H) 1,371,776 1,796,945 1,093,365 1,051,856 2,465,141 2,848,801

 基金取り崩し額     　　　 （Ｉ） 518,866 1,049,764 1,756,534 1,829,241 2,275,400 2,879,005

 実質単年度収支 (F+G+H-I) 2,657,387 2,574,233 833,025 428,077 3,490,412 3,002,310

市           計 町    村    計 県           計

 

 



３  歳入の状況（表３） 

 

  主な歳入項目の決算額をみると、利子割交付金が３８０．６％増の大幅な伸びとな

り、地方交付税が新たな基準財政需要額の算入等による普通交付税の増や特別交付税

の増により前年度に比べ１．４％の増となったが、普通交付税については段階補正係

数の見直しによる減など人口の少ない町村への影響があった。一方、介護円滑導入臨

時特例交付金と少子化対策臨時特例交付金が１１年度のみの措置であったため国庫支

出金が２９．４％の大幅な減となり、地方税も景気の低迷などによる個人住民税の減

などにより２．１％の減となった。地方債も、１１年度と同様、経済対策が行われた

ものの大幅に減少し、１２．９％減となっている。 

  歳入決算額の構成比で主なものをみると、地方交付税が２９．８％で最も高く、以

下、地方税（２６．７％）、国庫支出金（１０．１％）、地方債（１０．１％）、県支出

金（６．６％）となっており、前年度に引き続き地方交付税の構成比が最も高くなっ

ている。 

  地方債依存度（歳入に占める地方債の割合）は１０．１％となり、１１年度に比べ

て０．７ポイント減少し、４年連続で低下している。 

  なお、歳入構造を全国的にみた場合、本県市町村では地方交付税の占める割合が高

く（１１年度：本県市町村 ２７．３％、全国市町村 ２１．５％）、逆に、地方税の

占める割合が低く（１１年度：本県市町村  ２５．２％、全国市町村 ３３．３％）

なっている。 

 

 （１）  一般財源の状況 

  一般財源比率（歳入総額に占める一般財源の割合）は６２．２％で、１１年度 

（５６．９％）に比べると５．３ポイント増加している。これは、地方税が減少した

ものの、地方交付税や利子割交付金などの増により一般財源が増加したのに対し、国

庫支出金や地方債の大幅な減などにより特定財源が減少したためである。 

  本県市町村を全国的にみた場合、一般財源比率は低くなっている（１１年度：本県

市町村 ５６．９％、全国市町村  ６０．０％）。 

 

 （２）  自主財源の状況 

  自主財源比率（歳入総額に占める自主財源の割合）は、３７．５％で１１年度 

（３７．８％）に比べて０．３ポイント減少している。これは、国庫支出金、地方債

などの依存財源が減少したものの、地方税、財産収入、諸収入などの自主財源も大き

く減少したことによるものである。 

  本県市町村を全国的にみた場合、自主財源比率は低く（１１年度：本県市町村  

３７．８％、全国市町村４７．６％）なっている。 

 



            表３　 歳  入  決  算  額

         （単位：千円、％）

                                  市                     計                             町          村         計                                   県                     計

    区      分         　　　　１１  年  度         　　　　１2  年  度         　　　　１１  年  度         　　　　１2  年  度         　　　　１１  年  度         　　　　１2  年  度

   決 算 額  構成比  増減率    決 算 額  構成比  増減率    決 算 額  構成比  増減率    決 算 額  構成比  増減率    決 算 額  構成比  増減率    決 算 額  構成比  増減率

 地     方     税 121,963,349 33.9 1.6 119,789,250 36.2 -1.8 26,176,187 11.5 4.4 25,270,350 11.9 -3.5 148,139,536 25.2 2.1 145,059,600 26.7 -2.1

 地 方  譲 与  税 3,315,144 0.9 0.9 3,423,314 1.0 3.3 2,538,739 1.1 2.7 2,594,443 1.2 2.2 5,853,883 1.0 1.7 6,017,757 1.1 2.8

 利 子 割 交付 金 953,301 0.3 -3.1 4,587,636 1.4 381.2 229,856 0.1 -3.9 1,099,185 0.5 378.2 1,183,157 0.2 -3.2 5,686,821 1.0 380.6

 地方消費税交付金 8,847,837 2.5 -5.9 9,124,490 2.8 3.1 2,708,913 1.2 -5.9 2,793,621 1.3 3.1 11,556,750 2.0 -5.9 11,918,111 2.2 3.1

 自動車税交付金等 2,410,723 0.7 -3.7 1,991,613 0.6 -17.4 1,822,921 0.8 0.2 1,552,039 0.7 -14.9 4,233,644 0.7 -2.1 3,543,652 0.7 -16.3

 地方特例交付金 2,541,104 0.7 皆増 3,584,123 1.1 41.0 579,925 0.3 皆増 812,528 0.4 40.1 3,121,029 0.5 皆増 4,396,651 0.8 40.9

 地 方  交 付  税 68,882,133 19.2 10.3 70,247,351 21.2 2.0 91,290,734 40.1 2.3 92,187,835 43.3 1.0 160,172,867 27.3 5.6 162,435,186 29.8 1.4

 国 庫  支 出  金 54,554,852 15.2 20.7 41,025,146 12.4 -24.8 23,088,151 10.2 16.2 13,826,677 6.5 -40.1 77,643,003 13.2 19.3 54,851,823 10.1 -29.4

 県   支  出   金 15,170,885 4.2 -10.1 14,443,411 4.4 -4.8 22,927,519 10.1 -7.0 21,815,864 10.2 -4.8 38,098,404 6.5 -8.3 36,259,275 6.6 -4.8

 分担金・負担金等 4,888,538 1.3 0.2 3,583,981 1.0 -26.7 4,439,649 1.9 -4.5 2,977,270 1.4 -32.9 9,328,187 1.6 -2.1 6,561,251 1.2 -29.7

 使用 料・手数 料 6,531,547 1.8 4.0 6,617,068 2.0 1.3 3,677,464 1.6 5.1 3,720,233 1.8 1.2 10,209,011 1.7 4.3 10,337,301 1.9 1.3

 財  産    収  入 5,101,399 1.4 15.9 1,028,551 0.3 -79.8 1,374,312 0.6 10.3 1,594,849 0.7 16.0 6,475,711 1.1 14.7 2,623,400 0.5 -59.5

 繰     入     金 4,622,647 1.3 -12.8 3,216,948 1.0 -30.4 7,151,878 3.1 -15.4 6,969,836 3.3 -2.5 11,774,525 2.0 -14.4 10,186,784 1.9 -13.5

 繰     越     金 10,727,599 3.0 27.9 8,294,841 2.5 -22.7 8,415,496 3.7 27.5 7,905,185 3.7 -6.1 19,143,095 3.3 27.7 16,200,026 3.0 -15.4

 諸     収     入 13,969,162 3.9 -2.3 10,360,479 3.1 -25.8 2,856,363 1.3 9.1 2,835,695 1.3 -0.7 16,825,525 2.9 -0.5 13,196,174 2.4 -21.6

 地     方     債 35,014,900 9.7 -15.8 29,835,200 9.0 -14.8 28,134,550 12.4 -6.5 25,169,450 11.8 -10.5 63,149,450 10.8 -11.9 55,004,650 10.1 -12.9

 合            計 359,495,120 100.0 -3.9 331,153,402 100.0 -7.9 227,412,657 100.0 1.8 213,125,060 100.0 -6.3 586,907,777 100.0 3.1 544,278,462 100.0 -7.3

 一  般  財 源 等 224,256,265 62.4 1.4 228,604,118 69.0 1.9 138,570,358 60.9 2.1 140,492,216 65.9 1.4 362,826,623 61.8 1.7 369,096,334 67.8 1.7

  うち一 般 財 源 208,657,466 58.0 5.1 212,523,526 64.2 1.9 125,148,201 55.0 3.0 126,119,848 59.2 0.8 333,805,667 56.9 4.3 338,643,374 62.2 1.4

 特  定    財  源 135,238,855 37.6 8.3 102,549,284 31.0 -24.2 88,842,299 39.1 1.3 72,632,844 34.1 -18.2 224,081,154 38.2 5.4 175,182,128 32.2 -21.8

 自  主    財  源 167,804,241 46.7 2.6 152,891,118 46.2 -8.9 54,091,349 23.8 3.7 51,273,418 24.1 -5.2 221,895,590 37.8 2.8 204,164,536 37.5 -8.0

 依  存    財  源 191,690,879 53.3 5.1 178,262,284 53.8 -7.0 173,321,308 76.2 1.2 161,851,642 75.9 -6.6 365,012,187 62.2 3.2 340,113,926 62.5 -6.8

　　　　　　（注）１. 自動車税交付金等には、自動車取得税交付金のほか、ゴルフ場利用税交付金、特別地方消費税交付金、交通安全対策特別交付金及び国有提供施設等所在市町村交付金を含む。

 　　　　　　   　２. 分担金・負担金等には、分担金・負担金のほか、寄付金を含む。

 　　　　　　   　３. 一般財源とは、地方税、地方譲与税、利子割交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金、特別地方消費税交付金、自動車取得税交付金、地方特例交付金及び地方交付税をいう。　

 　　　　　　   　４. 一般財源等とは、一般財源に、一般財源と同様に使用される財源を加算したものをいう。　



４  歳出の状況 

 

 (1)  目的別歳出の状況（表４－(1)） 

 

  歳出決算額の目的別構成比の主なものは、民生費(２０．３％)、土木費(１７.１％）、

総務費（１４．６％）、公債費（１２．６％）、教育費（１１．２％）となっている。 

  本県市町村の構成比を全国市町村と比較すると、農林水産業費の割合が高く（１１

年度：本県市町村 ７．５％、全国市町村 ５．７％）なっている。 

  また、増減率でみると、増加の主なものは、緊急雇用特別基金事業などにより労働

費が５７．１％と最も高く、次いで、諸支出金が５０．９％、ごみ処理施設の建設な

どにより衛生費が１３．３％となっている。一方、減少の主なものとしては、災害復

旧費が▲６０．２％の減少となっており、以下、商工費▲２１．３％、民生費▲１８．

１％となっている。 

 

 (2)  性質別歳出の状況（表４－(2)） 

 

    ①  義務的経費 

  義務的経費の決算額は、２３２，９８７百万円で、１１年度(２４１，２１１百万円)

と比べると８，２２４百万円（３．４％）減少している。これは、公債費が２．７％

の増となったものの、職員給の減等により人件費が０．９％、介護保険への移行によ

り扶助費が１４．７％の減少となったことによるものである。一方、構成比は、平成

１１年度に比べて１．９ポイント上昇して４４．３％となった。 

  本県市町村を全国的にみた場合、歳出に占める義務的経費の割合が高く（１１年度

：本県市町村 ４２．４％、全国市町村 ４０．７％）、特に市においてその傾向が強

く、都市平均（１１年度）では、４５．９％（全国平均 ４３．２％）となっている。 

 

    ②  投資的経費 

  投資的経費の決算額は、１３６，１１９百万円で、１１年度(１５４，５１０百万

円)と比べると１８，３９１百万円（１１．９％）減少しており、構成比は、１１年度

に比べて１．３ポイント減少して２５．９％となった。 

  投資的経費の内訳をみると、普通建設事業費の決算額は、１３１，１７７百万円で、

１１年度と比べると７．７％減少している。このうち、普通建設・補助事業費の決算

額は４４，０３９百万円で、１１年度と比べると１２．３％増加している。これは、

大分市の清掃工場建設事業など大型事業の増によるものである。一方、普通建設・単

独事業費の決算額は、８７，１３７百万円で、１１年度と比べると１５．３％減少し

ている。 

  災害復旧事業費の決算額は、４，９４２百万円で、大きな災害がなかったことから

１１年度と比べると６０．２％の大幅な減少となっている。 

 

 

 

 

 



    ③ その他の経費 

  その他の経費は、１５６，６３８百万円で、１１年度（１７２，９９５百万円）と

比べると１６，３５７百万円（９．５％）減少し、構成比は２９．８％となっている。

これは、介護保険円滑導入基金や少子化対策基金への積立金、地域振興券交付事業に

よる補助費等が減少したことが主な要因である。 

 

 (3)  住民一人当たり歳出等の状況（表４－(3)） 

 住民一人当たり歳出合計の決算額（県単純平均）は、７２９千円で、市単純平均と

町村単純平均を比較してみると、町村（８０７千円）が市（３９５千円）を大きく上

回っている。 

 一方、歳入では、地方税では、町村（６９千円）が市（１０４千円）の７割弱しか

ないのに対し、地方交付税では、町村（３８９千円）が市（１３７千円）の約２．８

倍となっており、地方交付税に依存する割合が高くなっている。 

 

表４－（３） 住民一人当たり歳出決算額等
　　　　　（単位：千円、％）

決算額 増減率 決算額 増減率 決算額 増減率 決算額 増減率 決算額 増減率 決算額 増減率
歳出合計 432 1.9 395 -8.6 857 2.5 807 -5.8 777 2.5 729 -6.2
歳入（地方税） 106 1.9 104 -1.9 71 6.0 69 -2.8 78 5.4 76 -2.6
歳入（地方交付税） 137 7.9 137 0.0 382 2.4 389 1.8 335 2.8 341 1.8

     注　数値はすべて単純平均である。

１２年度区分
県平均

１１年度 １２年度１１年度 １２年度
市平均 町村平均

１１年度



            表４-(1) 　歳 出（ 目 的 別 ）決 算 額 

          （単位：千円、％）

    区      分

   決 算 額  構成比  増減率    決 算 額  構成比  増減率    決 算 額  構成比  増減率    決 算 額  構成比  増減率    決 算 額  構成比  増減率    決 算 額  構成比  増減率

　議　　会　　費 3,209,277 0.9 -2.2 3,179,741 1.0 -0.9 3,831,335 1.8 -3.1 3,819,958 1.9 -0.3 7,040,612 1.2 0.0 6,999,699 1.3 -0.6

　総　　務　　費 42,367,687 12.1 13.3 41,650,387 12.9 -1.7 37,182,545 17.0 8.5 35,074,528 17.2 -5.7 79,550,232 14.0 0.0 76,724,915 14.6 -3.6

　民　　生　　費 90,152,865 25.7 15.3 76,014,421 23.6 -15.7 40,113,201 18.4 13.5 30,633,931 15.0 -23.6 130,266,066 22.9 0.0 106,648,352 20.3 -18.1

　衛　　生　　費 23,992,031 6.8 0.2 28,576,069 8.9 19.1 12,713,576 5.8 3.7 13,002,344 6.4 2.3 36,705,607 6.5 0.0 41,578,413 7.9 13.3

　労　　働　　費 989,650 0.3 -9.2 1,359,473 0.4 37.4 145,495 0.1 11.5 424,014 0.2 191.4 1,135,145 0.2 0.0 1,783,487 0.3 57.1

　農林水産業 費 14,474,586 4.1 -14.9 12,882,634 4.0 -11.0 28,348,280 13.0 -8.5 29,465,071 14.5 3.9 42,822,866 7.5 0.0 42,347,705 8.1 -1.1

　商　　工　　費 9,904,195 2.8 -4.7 7,627,364 2.4 -23.0 4,782,346 2.2 -4.8 3,935,180 1.9 -17.7 14,686,541 2.6 0.0 11,562,544 2.2 -21.3

　土　　木　　費 72,442,337 20.7 -1.0 64,825,796 20.1 -10.5 25,474,531 11.7 -3.7 24,833,860 12.2 -2.5 97,916,868 17.2 0.0 89,659,656 17.1 -8.4

　消　　防　　費 10,731,729 3.1 -2.1 10,913,694 3.4 1.7 6,860,840 3.1 -5.9 7,231,255 3.6 5.4 17,592,569 3.1 0.0 18,144,949 3.4 3.1

　教　　育　　費 40,656,621 11.6 7.1 34,819,801 10.8 -14.4 23,287,452 10.7 -1.0 23,994,952 11.8 3.0 63,944,073 11.2 0.0 58,814,753 11.2 -8.0

　災 害 復 旧 費 3,241,374 0.9 -21.1 850,098 0.3 -73.8 9,172,964 4.2 -6.1 4,091,741 2.0 -55.4 12,414,338 2.2 0.0 4,941,839 0.9 -60.2

　公　　債　　費 38,395,611 11.0 5.1 39,039,657 12.1 1.7 25,886,713 11.9 5.8 26,955,830 13.2 4.1 64,282,324 11.3 0.0 65,995,487 12.6 2.7

　諸　支　出　金 153,374 0.0 -56.5 282,273 0.1 84.0 206,008 0.1 12.9 259,896 0.1 26.2 359,382 0.1 0.0 542,169 0.1 50.9

　前年度繰上充用 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0

　歳　出　合　計 350,711,337 100.0 4.9 322,021,408 100.0 -8.2 218,005,286 100.0 2.0 203,722,560 100.0 -6.6 568,716,623 100.0 0.0 525,743,968 100.0 -7.6

１１  年  度 １2  年  度

市　　　　　　計 町　　　　　村　　　　計 県                     計

１１  年  度 １2  年  度 １１  年  度 １2  年  度



            表４-(2) 　歳 出（ 性 質 別 ）決 算 額 

         （単位：千円、％）

           　　　　　　　　　　　   市                     計            　　　　　　　　　　　   町          村         計             　　　　　　　　　　　  県                     計

    区      分        　　　　　　 １１  年  度        　　　　　　 １2  年  度        　　　　　　 １１  年  度        　　　　　　 １2  年  度        　　　　　　 １１  年  度        　　　　　　 １2  年  度

   決 算 額  構成比  増減率    決 算 額  構成比  増減率    決 算 額  構成比  増減率    決 算 額  構成比  増減率    決 算 額  構成比  増減率    決 算 額  構成比  増減率

  人    件    費 74,456,188 21.2 -0.6 75,226,179 23.4 1.0 42,143,316 19.3 -0.3 40,276,662 19.8 -4.4 116,599,504 20.5 -0.5 115,502,841 22.0 -0.9

   うち 職 員 給 54,017,904 15.4 -0.8 52,694,897 16.4 -2.4 27,368,291 12.6 -0.6 25,834,283 12.7 -5.6 81,386,195 14.3 -0.7 78,529,180 14.9 -3.5

  物    件    費 31,065,632 8.9 9.6 27,854,544 8.6 -10.3 22,630,562 10.4 2.2 20,301,931 10.0 -10.3 53,696,194 9.4 6.4 48,156,475 9.2 -10.3

  維 持 補 修 費 2,883,451 0.8 3.7 2,879,886 0.9 -0.1 1,348,007 0.6 14.5 1,091,397 0.6 -19.0 4,231,458 0.7 7.0 3,971,283 0.7 -6.1

  扶    助    費 48,260,437 13.8 4.7 43,665,571 13.5 -9.5 12,073,076 5.5 2.3 7,827,407 3.8 -35.2 60,333,513 10.6 4.2 51,492,978 9.8 -14.7

  補  助  費  等 24,550,926 7.0 25.3 18,887,377 5.9 -23.1 22,672,632 10.4 12.4 22,257,130 10.9 -1.8 47,223,558 8.3 18.7 41,144,507 7.8 -12.9

  普通建設事業費 81,243,874 23.2 -4.8 71,689,844 22.3 -11.8 60,852,093 27.9 -5.2 59,486,942 29.2 -2.2 142,095,967 25.0 -5.0 131,176,786 25.0 -7.7

    補助 事業 費 19,261,754 5.5 -5.0 23,846,722 7.4 23.8 19,943,823 9.1 7.6 20,192,722 9.9 1.2 39,205,577 6.9 1.0 44,039,444 8.4 12.3

    単独 事業 費 61,982,120 17.7 -4.7 47,843,122 14.9 -22.8 40,908,270 18.8 -10.4 39,294,220 19.3 -3.9 102,890,390 18.1 -7.1 87,137,342 16.6 -15.3

  災害復旧事業費 3,241,374 0.9 -21.1 850,098 0.2 -73.8 9,172,964 4.2 -6.1 4,091,741 2.0 -55.4 12,414,338 2.2 -10.6 4,941,839 0.9 -60.2

  失業対策事業費 0 0.0 　  － 0 0.0 　  － 0 0.0 　  － 0 0.0 　  － 0 0.0 　  － 0 0.0 　  － 

  公    債    費 38,392,562 10.9 5.1 39,036,296 12.1 1.7 25,885,860 11.9 5.8 26,954,976 13.2 4.1 64,278,422 11.3 5.4 65,991,272 12.5 2.7

  積    立    金 12,552,159 3.6 181.3 6,103,955 1.9 -51.4 9,994,684 4.6 44.5 7,951,461 3.9 -20.4 22,546,843 4.0 98.2 14,055,416 2.7 -37.7

  投資及び出資金 645,207 0.2 -17.2 599,137 0.2 -7.1 763,893 0.4 19.9 436,116 0.2 -42.9 1,409,100 0.3 -0.5 1,035,253 0.2 -26.5

  貸    付    金 10,903,262 3.1 8.6 7,366,449 2.3 -32.4 157,590 0.1 -80.3 475,197 0.2 201.5 11,060,852 1.9 2.0 7,841,646 1.5 -29.1

  繰    出    金 22,516,265 6.4 5.2 27,862,072 8.7 23.7 10,310,609 4.7 10.8 12,571,600 6.2 21.9 32,826,874 5.8 6.9 40,433,672 7.7 23.2

 前年度繰上充用金 0 0.0 　  － 0 0.0 　  － 0 0.0 　  － 0 0.0 　  － 0 0.0 　  － 0 0.0 　  － 

  合          計 350,711,337 100.0 4.9 322,021,408 100.0 -8.2 218,005,286 100.0 2.0 203,722,560 100.0 -6.6 568,716,623 100.0 3.8 525,743,968 100.0 -7.6

  義 務 的 経 費 161,109,187 45.9 2.3 157,928,046 49.0 -2.0 80,102,252 36.7 2.0 75,059,045 36.8 -6.3 241,211,439 42.4 2.2 232,987,091 44.3 -3.4

  投 資 的 経 費 84,485,248 24.1 -5.5 72,539,942 22.5 -14.1 70,025,057 32.1 -5.3 63,578,683 31.2 -9.2 154,510,305 27.2 -5.4 136,118,625 25.9 -11.9

  その他の 経 費 105,116,902 30.0 20.3 91,553,420 28.5 -12.9 67,877,977 31.2 11.0 65,084,832 32.0 -4.1 172,994,879 30.4 16.4 156,638,252 29.8 -9.5

        （注）１．普通建設事業費のうち補助事業費には、国直轄事業負担金、受託事業費のうち国庫補助を伴うものを含む。

 　       　　２．普通建設事業費のうち単独事業費には、県営事業負担金、同級他団体施行事業負担金、受託事業費のうち単独事業費を含む。



 

５  財政構造の弾力性 

 

 (1)  経常収支比率の状況（表５－(1)､(2)） 

 

  経常収支比率は、８６．６％（単純平均）で、１１年度（８５．５％）と比べると 

１．１ポイント増加している。団体の段階的分布状況を見ると、市、町村ともに８５

％以上の団体が増加しており、財政構造の硬直化が進んでいる。 

  県全体の内訳では、人件費が３１．７％（１１年度 ３２．６％）で最も高く、以

下、公債費２０．８％（同 ２０．１％）、補助費等１２．９％（同 １２．３％）、

物件費 １０．９％（同 １１．２％）が主なものである。 

  本県市町村を全国的にみた場合、経常収支比率は高い水準にある（１１年度：本県

市町村 ８５．５％、全国市町村 ８１．０％）。 

  なお、特別減税に伴う減収額にかかる減税補てん債発行額を経常一般財源に加えた

場合の経常収支比率は、８６．４％となっている。 

 

  表５－（１）     経 常 収 支 比 率 の 状 況

 （単位：％）

　 区     分

  経常収支比率 87.7 87.2 88.1 87.6 85.0 84.8 86.3 86.1 85.5 85.3 86.6 86.4

 人  件  費 35.3 35.1 34.7 34.5 31.9 31.9 31.0 31.0 32.6 32.5 31.7 31.6

 物  件  費 9.7 9.7 9.5 9.4 11.6 11.5 11.2 11.2 11.2 11.2 10.9 10.8

 内  維持補修費 1.0 1.0 1.1 1.1 0.9 0.9 0.7 0.7 0.9 0.9 0.8 0.8

 扶  助  費 7.7 7.6 6.1 6.1 2.6 2.6 1.8 1.8 3.6 3.6 2.6 2.6

 補助 費 等 9.9 9.9 9.9 9.9 12.9 12.8 13.5 12.8 12.3 12.3 12.9 12.8

 訳  公  債  費 17.8 17.7 18.0 18.0 20.7 20.6 21.4 21.4 20.1 20.1 20.8 20.7

 繰  出  金 6.2 6.2 8.7 8.7 4.4 4.4 6.4 6.4 4.7 4.7 6.8 6.8

 貸付金  等 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2 0.2 0.2 0.2 0.1 0.1 0.1 0.1

 注 １   数値はすべて単純平均である。

      ２   右側は､減税補てん債を経常一般財源に加えた場合の数値である。

      ３　 端数処理の関係で内訳の計と合計数値は必ずしも一致しない。

１2年度１１年度 １2年度 １１年度１１年度 １2年度

市  　 　   計 町     村     計 県            計

   表５－（２） 経 常 収 支 比 率 の 分 布 状 況

    区    分

    90％以上 4 3 3 3 4 4 9 8 8 7 12 1

 85%以上90%未満 4 4 6 6 19 19 23 23 23 23 29 2

 80%以上85%未満 3 4 2 2 17 17 8 9 20 21 10 1

 75%以上80%未満 5 5 6 6 5 5 6 6

 70%以上75%未満 2 2 1 1 2 2 1 1

    70％未満

   平  均  (%) 87.7 87.2 88.1 87.6 85.0 84.8 86.3 86.1 85.5 85.3 86.6 86.4

      注 １   数値はすべて単純平均である。

１１年度 １2年度１１年度 １2年度１１年度 １2年度

町     村     計 県            計市   　 　    計

1

9

1



 

 

 

 (2)  公債費負担の状況（表６） 

 

  公債費負担比率は、１８．１％（単純平均）で、１１年度（１７．６％）と比べる

と０．５ポイント上昇している。 

  本県市町村を全国的にみた場合、公債費負担比率は全国水準を上回っているが（ 

１１年度：本県市町村 １７．６％、全国市町村 １６．９％）、１５％以上の団体は

１１年度と比べると３団体減少し、４６団体となっている。 

 一方、起債制限比率（３ヶ年平均）は、９．０％（単純平均）で、１１年度（８．

９％）と比べると、０．１ポイント上昇している。１５％以上の団体はなく、全国水

準（１１年度：本県市町村 ８．９％、全国市町村 ９．７％）を下回っているが、

これは、過疎対策事業債等のように公債費の大半が普通交付税の基準財政需要額に算

入されている地方債の借入の割合が高くなっていることによる。 

 

         　    表６   公 債 費 負 担 比 率 の 分 布 状 況

    区       分

 11年度  12年度  11年度  12年度  11年度  12年度

20.0%以上 16 16 16 16

15.0%以上20.0%未満 8 8 25 22 33 30

10.0%以上15.0%未満 3 3 6 9 9 12

 5.0%以上10.0%未満

5.0%未満

 平    均  (%) 15.9 15.9 18.0 18.7 17.6 18.1

    　　　　 　（注）平均は単純平均である。

市 町      村 計



６  将来にわたる財政負担の状況 

 

 (1)  地方債現在高の状況（表７） 

 

  地方債の１２年度末における現在高は、５５６，９５２百万円で１１年度末現在高

 （５５１，０３２百万円）と比べると５，９２０百万円（１．１％）増加しており、

住民一人当たりの額も４５１，１８２円で、１１年度（４４５，６７１円）と比べる

と５，５１１円増加している。 

               表７   地方債現在高の状況

            （単位：千円）

    区        分             市          計            町    村    計            県          計

  11年度末   12年度末   11年度末   12年度末   11年度末   12年度末

  地方債現在高  (A) 335,679,920 337,688,443 215,351,736 219,263,209 551,031,656 556,951,652

  伸 び 率 (%) 2.6 0.6 4.4 1.8 0.0 1.1

  標準財政規模  (B) 191,728,636 194,025,520 116,730,812 117,777,300 308,459,448 311,802,820

  現債高倍率(A)/(B) 1.751 1.740 1.845 1.862 1.786 1.786

 

 (2)  積立金現在高の状況（表８） 

 

  積立金の１２年度末における現在高は、１２１，７９９百万円で、１１年度末現在

高（１２５，４６６百万円）と比べると３，６６７百万円（２．９％）減少している。 

 このうち、財政調整基金は、３０，８９８百万円で、１１年度末現在高 

（３０，１０７百万円）と比べると、７９１百万円（２．６％）増加しており、減債

基金は、２６，２５３百万円で、１１年度末現在高（２３，３５７百万円）と比べる

と２，８９６百万円（１２．４％）増加している。 

  また、その他特定目的基金は、６４，６４８百万円で、「介護円滑導入基金」が公営

事業会計に移行されたため、１１年度末現在高（７２，００２百万円）と比べると７，

３５４百万円（１０．２％）減少している。 

                         表８   積 立 金 現 在 高 の 状 況

           （単位：千円、％）

            　　　　  市          計          　　　　    町    村    計           　　　　   県          計

　１1年度末 　１2年度末 　１1年度末 　１2年度末 　１1年度末 　１2年度末

伸び率 伸び率 伸び率 伸び率           A 伸び率           B 伸び率

  積 立 金 現 在 高 59,257,203 18.1 56,303,579 -5.0 66,208,989 7.9 65,495,912 -1.1 125,466,192 0.2 121,799,491 -2.9

17,936,065 10.0 18,080,919 0.8 12,170,915 0.9 12,817,413 5.3 30,106,980 -1.6 30,898,332 2.6

10,708,926 4.3 12,221,441 14.1 12,648,171 7.4 14,031,714 10.9 23,357,097 0.5 26,253,155 12.4

30,612,212 29.7 26,001,219 -15.1 41,389,903 10.4 38,646,785 -6.6 72,002,115 0.9 64,648,004 -10.2

  標 準 財 政 規 模   308,459,448

0.098

311,802,820

0.099

116,730,812

0.104

117,777,300

0.109

区 　　　　  　分

191,728,636

0.094

194,025,520

0.093標準財政規模に対する倍率(A)/(B) 

     その他特定目的基金

 減   債   基   金

    財 政 調 整 基 金  (A)
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